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研究要旨 

第７次医療計画期間を通じて取り組まれてきた地域医療構想による病院の入院診療機能の分化と

連携に追加して、2024 年度からの次期医療計画においては外来機能報告と外来医療計画を通じた

医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関(紹介受診重点医療機関)の明

確化が行われる予定となっている。本研究では、こうした病院の入院・外来診療提供の礎となる病院

勤務医の地域における状況について、病床機能報告のオープンデータを用いた見える化に取り組

み、圏域別・人員規模別の病院勤務医の実態を示す資料の整備を行った。 

 
Ａ．研究目的 

わが国では 2012 年の社会保障制度改革推進

法の成立以降、持続可能な社会保障制度の確立

と医療と介護の総合的な確保をキーワードと

して、団塊の世代が 75 歳以上になる 2025 年

に向けた急速な高齢者入院医療需要の増加に

対応するための政策が推進されてきた。その特

徴的なものが入院における医療資源投入量に

注目した病床機能報告と地域医療構想という

質の高い効率的な入院医療提供体制の構築に

向けた政策パッケージであり、第７次医療計画

期間(2018-2023 年度)を通じての取り組みが行

われてきた。そして 2024 年度からの次期医療

計画では、医療資源を重点的に活用する外来を

地域で基幹的に担う医療機関(紹介受診重点医

療機関)の明確化を伴う、外来機能報告と外来

医療計画による外来機能の明確化・連携に向け

た新たな政策パッケージが追加される予定と

なっている。これら新旧２つの政策が対象とす

る入院・外来機能を提供する前提として欠かせ

ないものが病院勤務医の労働である。本研究で

は圏域別・人員規模別の病院勤務医の状況を明

らかにすることを目的として、病床機能報告の

オープンデータの分析に取り組んだ。 
 

Ｂ．研究方法 

1. データ 

2019 年度病床機能報告の報告結果 1とし

て厚生労働省ホームページで公開されてい

る全国データ 2を使用した。 

2. 分析の方法 

ダウンロードしたデータについては、

Microsoft Excelを使用して分析に適した形

に整形後、Tableau Desktop3を利用した可視

化を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究は公開済みのオープンデータを利用

して分析を行っており、個別患者の診療情等は

利用していない。 
 

1 https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/b
unya/open_data_00006.html 

2 https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/00
0755170.zip 

3 https://www.tableau.com/ja-jp/products/ 
desktop 
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Ｃ．研究結果 

1. 人員規模の区分 

人員規模については、表１に示した 24 時間

対応体制に必要な職員数を計算した結果に基

づいて、常勤換算職員数が 0 人、1-4 人、5-9
人、10-19 人に区分し、より人員数が多い施設

については、20-49 人、50-99 人、100 人以上

に分けて集計を行うこととした。 

2. 医師人員規模別の集計 

1) 人員規模別の病院数・病床数 

2019 年度病床機能報告のデータから、医師

の人員規模別に病院数等の集計を行った結果

を表２に示す。 

100 人以上の常勤換算医師が勤務する施設

は全病院の 6.8%(488 病院)であった一方、約

21.6 万人の常勤換算医師数うち過半数(51.8%、

112,067 人)がこうした施設に勤務していた。ま

た、病床機能報告を行っている病院の過半数

(51.6%、3,615 病院)では常勤換算医師数が 10
人未満であり、その約４割で 5 人未満となって

いた。 

病床数の観点からは、全体で約 114 万床のう

ち常勤換算医師数が 100 人を超える施設が占

める割合は 23.6%(268,929 床)であったが、

2019 年時点で病院が報告している病床機能に

おいて高度急性期・急性期の機能を持つ病床

(以下急性期等の病床とする)約 65 万床の中で

は約４割がこうした医師が重点的に配置され

ている病院で占められていた。ただし、急性期

以上の機能の病床の１割弱(9.3%、60,529 床)
は常勤換算医師数が 10 人未満の施設のもので

あった。なお、施設の全病床に占める急性期等

の病床の割合は常勤換算医師数が 100 人以上

の施設では平均 97.3%、50-99 人の施設では

86.0%であったが、20 人未満となる施設では低

くなっていた。 

2) 人員規模と常勤医師の占める割合 

2019 年度病床機能報告施設の常勤換算医師

数と常勤医師が占める割合の関係を示す散布

図を図１、図２に示す。 

図１で見られるように、常勤換算医師数が多

い病院では常勤医師の占める割合が高く維持

されているが、常勤換算医師数が 100 人を超え

る施設であっても常勤医師の占める割合が５

～６割程度の施設が大学病院等で認められた。 

医師数が少ない施設に限定した図２では、常

勤換算医師数が 20 人以上の施設の大半で常勤

医師の占める割合が６割以上となっているも

のの、医師数が 20 人を下回る施設では医師の

過半が非常勤雇用で占められている施設が目

立った。 

3) 都道府県別の状況 

全国の都道府県について、医師の人員規模別

の常勤換算医師数(図では職員数)、病院数、病

床数を集計した結果を図３に示す。 

ほぼすべての都道府県において、病院勤務医

の過半数は常勤換算医師数が 50 人以上の施設

に配置されていた(左端のグラフ)。また、こう

した施設が病院数に占める割合は多くても２

割程度であったが、稼働病床数に占める割合に

いては県別に大きな違いが見られた。 

医師の人員規模が大きい病院への集約化に

ついては、東高・西低の傾向があり、特に、九

州では佐賀県、大分県、鹿児島県の常勤換算医

師数が 50 人未満の施設が病院勤務医数・稼働

病床数に占める割合が高くなっていた 4。 

なお、都道府県の常勤換算医師数と非常勤医

師が占める割合を図４に示す。病院の勤務医に

占める非常勤の割合は都道府県により異なり、

概ね１割から３割の間に分布していた。ただし、

沖縄県は例外的に非常勤医師の占める割合が

低かった(6%)。 

4) 人口規模が大きく異なる都県の特徴 

図５に都道府県人口が最も多い東京都と人

口の少ない鳥取県・島根県について、構想区域

別の人員規模別の常勤換算医師数、病院数、病

床数を示す。 

東京都(人口 1,400 万人)は島しょを除くすべ

ての構想区域に常勤換算医師数が 100 人以上

 

4 2019 年度病床機能報告において、宮崎県の特

定機能病院を含む複数の施設で医師数が未報

告となっていた。 
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の病院があり、その数は都内合計で 69 施設と

なっている。また、医師数が多い施設への病院

勤務医の集約化はどの２次医療圏でも進んで

おり、区中央部や区西部など複数の大学病院本

院が存在する区域では病床の過半数が常勤換

算医師数 100 人以上の施設で占められている。

これは他の道府県と比較しても例外的な状況

にある。 

また人口が少ない山陰地方の２県では、常勤

換算医師数が 100 人以上の施設がある区域は

限られているが、それらの地域では病院勤務医

の集約化が大きく進んでいる状況にある。ただ

し、鳥取県(人口 55 万人)においては３つの構想

区域全てに常勤換算医師数が 50 人以上の施設

が存在していることに対して、県全体の面積が

広く、本州から離れた島がある島根県(人口 67
万人)では、構想区域内で最も勤務医数の多い

施設でも常勤換算医師数が 40 人未満となって

いる地域がある(雲南 32.8 人、太田 28.2 人、隠

岐 16.8 人)。これらの地域では隣接する構想区

域との広域連携が重要となっている。 

5) 地域別に見られた特徴 

図６に長野県、鹿児島県、沖縄県の圏域別・

人員規模別の常勤換算医師数・非常勤医師の割

合・病院数を示す。また、表３にこれらの県の

人員規模別の病院数、医師数、病床数等の集計

値を示す。 

長野県(人口 205 万人)では、人口が３万人と

少ない木曽を除く９圏域に常勤換算医師数が

50 人以上の施設が１つ以上あり、うち人口が

19 万人以上となる４つの圏域には常勤換算医

師数が 100 人以上の施設が設置されている。県

全体で 110 ある病院のうち、公立・公的病院を

中心として各圏域に拠点となる施設が配置さ

れることで、地域間での病院勤務医の集約化と

均てん化のバランスが実現されていると考え

られる。 

これに対して鹿児島県(人口 159 万人)では、

離島となる熊毛、奄美を除く７つの圏域のうち、

常勤換算医師数が 50 人以上の病院があるのは

鹿児島のみとなっている。長野県と比較して人

口が少ないにもかかわらず、鹿児島県は病院数

が 201 と多く、常勤換算医師数が 20 人未満の

施設が 85%を占めている。これは長野県・沖縄

県の約 66％と比較して高く、人員規模の観点

からは集約化が進んでいない状況にある。さら

に鹿児島以外の圏域では全国平均と比較して

非常勤医師の占める割合が高く、熊毛では 45%
に達している。これは同じ離島圏域であるが人

口４万人の奄美市を核に 10 万人の圏域人口が

ある奄美の２倍を超えているほか、後述する沖

縄県の宮古、八重山との対照的な状況となって

いる。 

なお、沖縄県(人口 147 万人)では、人口が 10
万人に満たない北部を含めて、本島にある３つ

の圏域全てに常勤換算医師数が 50 人以上の施

設が配置されている。また人口が約５万人の離

島地域である宮古、八重山を含めて非常勤医師

の占める割合が１割未満に抑えられているこ

とは全国でも特異な状況にある。こうした背景

には県立病院による医師配置が大きく貢献し

ていると考えられる。 

Ｄ．考察 

本研究では、2019 年度病床機能報告の報告

結果として公開されているオープンデータを

利用して、病院の常勤換算医師数に注目した検

討を行った。 

2024 年度から医師についても時間外労働の

上限規制と健康確保措置の適用が実施される

ことに伴い、地域内の医師の総労働時間は減少

し、病院における医師の勤務体制には様々な変

化が生じるものと推測される。本研究では、週

40 時間を上回る超過勤務を最低限度に抑える

という前提の下で医師の勤務体制を人員規模

別に想定し、６段階の人員規模別の状況別に可

視化を試みた。 

その結果として、全国では常勤換算医師数の

過半が人員規模100人以上の施設に集中してい

ることが確認された。ただし、人員規模の大き

な施設であっても、常勤医師が占める割合が必

ずしも高くない病院が認められており、そうし

た施設の非常勤勤務医は近隣施設の非常勤労

働力としても貢献していると推測される。2024

年度に予定されている時間外労働の上限規制
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の導入への対応の中で非常勤労働力の囲い込

みが起きると、人員規模が小さく非常勤医師へ

の依存度が高い病院には大きな影響が及ぶも

のと懸念される。 

他方、常勤換算医師数が 10 人未満である病

院は全国の病院の過半を占めており(3,615 病

院)、全国の稼働病床の 26%程度を構成している。

こうした人員規模の小さな施設では、非常勤医

師が占める割合が 20%未満であるものが 807施

設(22%)に留まる一方で、非常勤医師への依存

が 60%以上となっている施設は 508 施設(14%)

に上っていた。このセグメントの施設における

急性期等の病床の割合は低く、医療資源の投入

量も少ないと考えられるため、中長期的には入

院医療以外を提供する機能への転換が必要に

なる施設も多いと推測される。 

なお、常勤換算医師数が 100人以上の施設へ

の勤務医数、病床数の集約化が最も高かったの

は東京都であり、それぞれ 70%、38%となってい

た。これらは全国の平均値(51.8%、23.7%)を大

きく上回っていた。これに対して常勤換算医師

数が少ない病院への依存度が高い県は中国・四

国および九州に多く、中でも非常勤医師への依

存も高い地域については、今後の医師確保・医

師偏在の解消に向けて慎重な取り組みが必要

になると考えられた。 

本研究における病床機能報告データの見え

る化の取り組みの中では、全国、都道府県単位

での集計に追加して地域医療構想区域別の集

計資料についても検討を行った。その結果から

は、公的医療機関を中心として地域の中核病院

を整備し、病院勤務医の集約化が進んでいる長

野県と、人口に比して病院の数が多く県庁が所

在する県域以外での集中的な医師配置が進ん

でいない鹿児島県という対照的な事例がある

とともに、沖縄県の非常勤医師への依存度が全

国でも突出して低い状況にあることなどを示

すことができた。 

2024 年度からの第８次医療計画期間に向け

て、2022 年度には医療計画の作成指針やデー

タブックの整備、2023 年度には各都道府県に

おける医療計画の改定作業を進められること

になる。地域の実情に応じた医療提供体制の構

築に向けては、本研究で取り組んだような現状

把握の資料に追加して将来推計資料を整備す

るほか、データに基づく施策を立案するための

ロジックモデルの集積などの各地域での計画

策定に関わる人材へのデータに基づく政策形

成に向けた普及啓発を欠くことはできない。今

後はより新しい時点のデータに基づく分析に

取り組むとともに、可視化資料の改善・拡充に

継続して取り組むことが望まれる。 
 

Ｅ．結論 

本研究では圏域別・人員規模別の病院勤務医

の状況を明らかにすることを目的として、病床

機能報告のオープンデータの分析に取り組ん

だ。その結果として全国・都道府県・地域医療

構想区域という３つのレベルを通じた地域分

析資料を整備することができた。 
 

Ｆ．健康危険情報 
特になし 
 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 

2. 実用新案登録 
なし 

3. その他 
特になし 
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表１ 勤務体制と必要な職員数 

常時１人 

総労働時間 168 時間＝週７日×24 時間 

必要人数 4 人 → 160 時間 ＋ 超過勤務 8 時間(52 週-416 時間、104 時間/人) 

常時１人 ＋ 平日日勤１人(日勤計２人) 

総労働時間 208 時間 ＝ (週７日×24 時間＝168) ＋ (週５日×８時間＝40)  

必要人数 5 人 → 200 時間＋ 超過勤務 8 時間(52 週-416 時間、83.2 時間/人) 

常時２人 ＋ 平日日勤２人(日勤計４人) 

総労働時間 416 時間 ＝ (週７日×24 時間×２＝336) ＋ (週５日×８時間×２＝80) 

必要人数 10 人 → 400 時間＋ 超過勤務 16 時間(52 週-832 時間、8.32 時間/人) 

常時３人 ＋ 平日日勤７人(日勤計 10人) 

総労働時間 784 時間 ＝ (週７日×24 時間×３＝504) ＋ (週５日×８時間×７＝280) 

必要人数 19 人 → 760 時間＋ 超過勤務 24 時間(52 週-1248 時間、65.7 時間/人) 
注：１週間７日×24 時間の対応体制には申し送りなどで重複した勤務を行う時間を除いて延 168 時間の勤務時

間が必要となる。週 40 時間の勤務を仮定すると、必要人数４人として一人あたり年間 104 時間の超過勤務を

行うことで単純な計算上は勤務時間をカバーすることが可能となる。そして、人員数が５人であれば、平日の

日勤時間帯の勤務者数を２人とすることができる。同様に、夜間を含めて常時２名の体制に平日日勤帯２名を

追加（平日日勤帯は合計で４人）の体制の維持には 10 人の人員が、常時３人体制に平日日勤帯の勤務者数を合

計 10 人とする場合には 19 人の人員が必要となる。 

表２ 医師：人員規模別の集計 
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図１ 常勤換算医師数と常勤医師の占める割合（全病院） 

 

図２ 常勤換算医師数と常勤医師の占める割合（100 人未満の病院） 
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図３ 都道府県別・人員規模別の常勤換算医師数・病院数・病床数 

 

図４ 都道府県別・人員規模別の常勤換算医師数・非常勤医師の割合・病院数 
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図５ 圏域別・人員規模別の常勤換算医師数・病院数・病床数（東京都、鳥取県、島根県） 

 

図６ 圏域別・人員規模別の常勤換算医師数・非常勤医師の割合・病院数（長野県、鹿児島県、沖縄県） 
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表３ 人員規模別の集計(長野県、鹿児島県、沖縄県) 
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